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　　　　今月は小規模宅地等の特例についてのご
質問ですね。小規模宅地等の特例は、亡くなった

方（以下「被相続人」と言います。）や被相続人

と生計を一にしていた親族が居住用・事業用等と

して利用していた建物の敷地の土地等について一

定要件を満たす親族が相続や遺贈により取得した

場合、一定の面積まではその土地の評価額が50％

又は80％減額して課税価格を計算するという特例

です。

　ご質問は、被相続人が居住用として使っていらし

たということなので、今月は被相続人や生計を一に

していた親族（以下「被相続人等」といいます。）

の居住の用に供されていた宅地等（以下「特定居住

用宅地等」といいます。）に限定してご説明します。

　特定居住用宅地等に該当するかどうかは、その土

地を取得する者ごとにその要件が決まっています。

　右の表をご覧ください。「１」の配偶者が取得し

た場合は、要件はありませんが、「３」になると要

件がかなりたくさんあります。この要件を満たした

場合、その宅地の330㎡までの部分について課税価

格に算入する額を80％減額できることになります。

　小規模宅地等の特例には、今月号の特定居住用

宅地等の他「特定事業用宅地等」、「特定同族会社

事業用宅地等」、「貸付事業用宅地等」があります。

いずれの特例も適用を受けるためには、相続税の

申告書に、この特例を受けようとする旨を記載す

るとともに、小規模宅地等に係る計算明細書や遺

産分割協議書の写しなど一定の書類を添付する必

要があります。

　もし、申告期限までに遺産分割ができなかった場合

は、原則この特例は使えませんのでご注意ください。

　より詳しくお知りになりたい方は、武蔵野銀行各支

店の窓口またはぶぎん地域経済研究所までお問い合わ

せください。

戦　　後70年余りが経過した。戦後の時代を一括りに
して語ることは難しくなった。

　これまで、戦後世界史の転換点と言えば、ベルリンの
壁が崩壊し、東西冷戦が終結した1989年であった。
日本はバブルの絶頂期。昭和から平成への改元の年でも
あった。その後の世界では、国境の壁を越えたグローバ
ル化が進展し、東アジアの新興国が急速な経済発展を遂
げた。
　令和の幕開けとなった今年、世界を見渡すと、米中二
大国間の新冷戦の時代に突入した観がある。当初は、米
中貿易不均衡を問題視したかに見えたトランプ大統領で
あったが、知的財産権侵害、そして安全保障上の懸念へ
と、戦線を拡大している。
　1960年代がそうであったように、冷戦時代でも世界
経済は高成長する。しかし、今はまだ、戦線が膠着状態
になる前の、乱気流の真只中にある。世界の企業は、取
り急ぎ関税引き上げの悪影響の回避に追われており、新
たなグローバル事業展開に踏み切りにくい状況にある。
　米中問題だけではない。北朝鮮を巡る緊張に加え、最
近では、日韓関係の悪化、香港市民デモなど、日本を取
り巻く国際情勢が俄かに緊迫化してきた。

世界の枠組みが地殻変動しているとすれば、経済の
予測は難しい。国内外のシンクタンク（経済研究

機関）の公表文には、国際情勢の帰趨次第で、基本シナ
リオは下振れするリスクが大きいとの断り書きが目立つ。
　エコノミストの得意技と言えば、過去の時系列データ
に立脚した状況変化の要因分解や相関関係の導出であ
る。市場経済の下で生じる経験則が基本となる。国際紛
争や軍事的脅威により、自由な経済活動が阻害される状
況下では、定量的な時系列分析は切れ味が鈍る。イレ
ギュラーな事案の影響度の推測には、過去の類似局面と
比較する手法もあるが、それとて類似の先例がないと説
得力がない。

人知を超えた自然災害ならば、事後的に整斉と予測
を修正するしか手はないが、人間が織りなす国際

政治や金融資本市場となると、どのようなシナリオを描
くか、それを予測にどう織り込むか腕の見せ所となる。
そこで私も、年初来、米国・中国の専門家や外交・軍事
の専門家、最新の国際情勢に精通する専門家などのセミ
ナー・講演会に積極的に参加している。歴史的背景や政
治力学、技術革新の影響などを学ぶことで、次々に起こ
る出来事の底流を探り、自分なりの世界観を築くことが
目的である。
　ここで多くは語れないが、トランプについては、世界
の既存秩序の破壊者として歴史的に一定の評価を得る可
能性はある。日本史で言えば、織田信長のような存在
だ。だが、新たな枠組みを構築するのは不得手なよう
だ。世界一の権力者には、崇高な美しさを求めたいが、
残念ながら正反対の態度ばかりが目立つ。習近平も、見
掛けによらず国内支持基盤がぜい弱で、対米交渉と国内
問題の二正面作戦に苦慮している。どうやら、米中対立
の乱気流状態は、思いのほか長引きそうな気配だ。

では、このような時期に、肝に銘じることは何か？
一つは、平時から非常時へのモードチェンジの備

えだと思う。感性を研ぎ澄ませ、様々な想定で思考実験
を重ねること。もう一つは、スピード感であろう。海外
の事業家・投資家をみると、参入の決断も速いが、撤退
や方針転換の決断も実に速い。突き詰めれば、強いリー
ダーシップが必要な局面だと言えそうだ。
　エコノミストも、緊張感をもって目を凝らす時期であ
る。戦後脈々と築き上げた伝統的職人技に頼ってばかり
はいられない時代になった。世界全体の動きを、内政、
外交、安全保障も踏まえた幅広い視野で目配りする。そ
うした知見も取り込むことで、実業界で活躍する経営者
の触角の役割を果たせるよう、微力ながらも努めて参り
たいと思う。

　　　　父が亡くなりました。主な遺産は預貯金が約 1000 万円、自宅が固定資産税評価額で 100 万円、そ
の敷地が相続税評価額で 5000 万円です。相続人は、母と私の二人です。
自宅敷地は 330㎡までは評価額が 80％減額されるそうですが、80％減額されると基礎控除額を超えません。
申告はしなくていいのでしょうか？

特例の適用要件

取 得 者

被相続人の配偶者

被相続人の居住の
用に供されていた
一棟の建物に居住
していた親族 

上記 1 及び 2 以外
の親族 ※

取 得 者 等 ご と の 要 件

「取得者ごとの要件」はありません。

相続開始の直前から相続税の申告期限まで
引き続きその建物に居住し、かつ、その宅
地等を相続開始時から相続税の申告期限ま
で有していること

⑴被相続人に配偶者がいないこと

⑵相続開始の直前において被相続人の居  
　住の用に供されていた家屋に居住してい
　た 被相続人の相続人（相続の放棄があっ
　た場合には、その放棄がなかったものと
　した場合の相続人）がいないこと

⑶相続開始前 3 年以内に日本国内にある
　取得者、取得者の配偶者、取得者の三親
　等内の親族又は取得者と特別の関係があ
　る一定の法人が所有する家屋（相続開始
　の直前において被相続人の居住の用に供
　されていた家屋を除きます。）に居住し
　たこがないこと

⑷相続開始時に、取得者が居住している家
　屋を相続開始前のいずれの時においても
　所有していたことがないこと

⑸その宅地等を相続開始時から相続税の申
　告期限まで有していること
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※日本国内に住所を有しない場合や一時居住の場合、特例が使えない場合があります。ご注意ください。
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